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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営の適正性、健全性の確保には法令順守（コンプライアンス）の重視が必要と

認識しており、経営の透明性、公平性の向上に努めるべく諸施策に取り組んでおります。

　当社取締役会において経営の基本方針及び経営上の重要事項を迅速に決定できる体制を敷き、また執行役員制度を導入し、迅速な業務体制

が出来る体制を築いております。

　監査等委員会において監査等委員である取締役の監視機能の充実を図り、内部管理体制強化のため、内部監査室において業務全般に亘り牽
制組織の整備・運用にも務めております。また、その補完機関として代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、法令順守（
コンプライアンス）活動を全社的な活動に位置づけております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則２－4①】

当社では、人事考課により能力、実務実績等を総合的に評価し、適性の認められるものを管理職へ登用しており、性別や国籍、入社経緯などによ
る選別は実施しておりませんが、現時点では女性、外国人の管理職登用者数は十分ではないと認識しております。

多様性の確保については、測定可能な目標設定、人材育成方針及び社内環境整備方針を含め、今後の課題として取り組んで参ります。

【補充原則４－１０①】

当社では独立社外取締役が取締役会の過半数に達しておりませんが、高い専門性と豊富な経験を有した2名の社外取締役の意見を積極的に取
り込み、指名や報酬などの特に重要な事項に関する検討を行っております。今後、更なる客観性と説明責任の強化の為、任意の委員会設置につ
いて検討して参ります。

【補充原則４－１１①】

当社取締役会は、社外取締役2名、社内取締役7名の計9名により構成されており、速な意思決定を継続して推進していくうえで、適切な規模であ
ると考えております。

取締役候補者は、経営戦略に照らして必要なスキルにあわせ、バランスに配慮したうえで選任しております。具体的には、社内取締役は、社長の
ほか、営業部門担当４名、管理部門担当2名となっており、それぞれ豊富な知識と経験をもとに、業務執行、経営管理の監督を行っております。

各取締役の知識・経験・能力等を一覧化したいわゆるスキル・マトリックスについては、株主総会招集通知にて開示を予定しております。

【補充原則４－１１③】

取締役会は、社外取締役の意見を積極的に取り込むことで、取締役会としての判断や会議の運営等、全体の実効性を高めるよう努めており、現
状、公正かつ建設的な意見交換がなされ、経営に十分反映されております。

このため、現時点では取締役会全体の実効性についての分析・評価・開示の予定はありませんが、今後必要が認められた場合、その導入を検討
してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則１－４】政策保有株式

当社は、中長期的な視点で当社の企業価値向上をはかる為、事業の円滑な推進を目的として取引先の株式を取得し保有することがあります。

保有の意義が希薄と考えられる政策保有株式については、速やかに処分・縮減していくことを基本方針としており、取締役会で毎年、保有目的が
適切か、保有便益やリスクが資本コストに見合っているか、他に有効な資金の活用方法がないかを精査し、その結果、保有目的に沿っていないと
判断された場合は、売却を検討しております。

また、議決権の行使については、当該企業の長期的な企業価値向上に繋がるかを基準に各議案の内容を精査のうえ総合的に判断し、すべての
議案に対して行使しております。

【原則１－７】関連当事者間の取引

当社では、関連当事者間の取引を行う場合には、事前に監査等委員会及び取締役会において承認を得ることにより、当該関連当事者間の取引
が当社経営の健全性を損なっていないかを合理的に判断し、適切に管理できる体制を整えております。また、当社グループ役員に関しては事業
年度ごとに関連当事者間取引に関する調査を実施し、取引内容について報告を受け、事前承認の内容と齟齬がないか確認しております。

【原則２－６】企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮

当社は、スチュワードシップ・コードの受け入れを表明している資産管理運用機関に企業年金を委託しております。

運用機関からは定期的に報告を受け、運用の目標が十分達成できているか、必要に応じた資産構成の見直しが行われているか、利益相反が適
切に管理されているか等をモニタリングしております。

【原則３－１】情報開示の充実



（ⅰ）会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

当社は、経営理念、企業倫理行動方針を当社ウェブサイトで開示しております。

＜https://www.sankosangyo.co.jp/company/vision/＞

経営戦略及び経営計画についても、決算説明資料等にて当社ウェブサイトで開示しております。

＜https://www.sankosangyo.co.jp/ir/library/＞

（ⅱ）本コードのそれぞれの原則を踏まえた、コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、本報告書の「１．基本的な考え方」に記載のとおりです。

また、有価証券報告書の「コーポレート・ガバナンスの状況等」においても同じく開示しております。

（ⅲ）取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続

取締役会が経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続については、株主総会招集通知添付の事業報告、及び有価証券報告
書の【役員の報酬等】にて開示しております。

（ⅳ）取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続

取締役会が経営陣幹部の選解任と取締役候補の指名を行うにあたっては、その能力、知識、経験及び実績が職務を遂行するに相応しいかどうか
、適材適所の観点より総合的に検討しております。

監査等委員である社内取締役候補の指名を行うにあたっては、当社の業務全般の監査面における知識・技能を有すること等を選任基準としてお
ります。

監査等委員である社外取締役候補者の指名を行うにあたっては、財務、会計、技術、企業経営等における高い専門知識、豊富な経験を有し、ま
た、監査体制の中立性をより強化するために当社の社外役員の独立性基準を満たすことを選任基準としております。

なお、取締役候補者の選任議案を決定する際は、監査等委員会の同意を経て取締役会で決議しております。

取締役については、以下に挙げる基準に一つでも該当した場合、解任提案の対象とします。

１．反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係が認められること

２．法令もしくは定款その他当社規程に違反し、当社に多大な損失もしくは業務上の支障を生じさせたこと

３．職務執行に著しい支障が生じたこと

４．選任基準の各要件を欠くことが明らかになったこと

（ⅴ）取締役会が上記（ⅳ）を踏まえて経営陣幹部の選解任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選解任・指名についての説明

株主総会招集通知の参考書類にて、取締役候補者の概要や選任理由を開示しております。取締役を解任する場合についても同様に、株主総会
招集通知における解任議案の参考書類にて、解任の理由を記載いたします。

当社の株主総会招集通知は当社ウェブサイトでも開示しております。

＜https://www.sankosangyo.co.jp/ir/stockholder/＞

【補充原則３－1③】

当社のサステナビリティについての取組みは、当社のウェブサイトで「環境への取組み」を公表しております。

＜https://www.sankosangyo.co.jp/company/environment/＞

今後さらにサステナビリティについての取組みを推進していく為、2021年にSDGｓ推進委員会を設置いたしました。

また、人的資本・知的財産についても「経営の基本方針」を当社のウェブサイトで公表しております。

＜https://www.sankosangyo.co.jp/ir/message/＞

新たな経営計画の作成に際しては、より具体的な情報の開示を検討して参ります。

【補充原則４－１①】

取締役会は、法令及び定款の定めにより決定すべき事項のほか、中期経営方針の承認その他重要な業務執行の意思決定を行っており、その基
準等は「取締役会規則」に明記しております。また、当社は、「職務権限規程」において、当社の業務執行に関する責任と権限を定め、決裁権限の
範囲を明確にすることで、機動的かつ組織的な業務執行を可能とする体制を整備しております。

【原則４－９】独立社外取締役の独立性判断基準及び資質

当社は、東京証券取引所が定める独立性基準に準拠し、独立社外取締役の独立性を判断しております。加えて、当社の経営に率直かつ建設的
に助言し監督できる高い専門性と豊富な経験を重視し、独立社外取締役の候補者を選定しております。

【原則４－１１】取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件

取締役会は、事業部門や管理部門の分野に精通した業務執行取締役と、企業経営に必要な専門性を有する監査等委員である取締役で構成し、
多様な人材と適正な規模で運営しております。

【補充原則４－１１②】

当社は、取締役の兼任状況について、株主総会招集通知、有価証券報告書等の開示資料を通じて毎年開示しております。

【補充原則４－１４②】

当社は、取締役に対して、定期的な自社工場の視察、当社の重要行事や業務執行に係る主要な会議への出席等を通じて、当社グループの事業・
財務・組織等の必要な知識の習得、取締役として求められる職務と職責を理解する機会を提供することを基本方針としております。

また、基本方針に基づくトレーニングのほかに、コーポレート・ガバナンスや役員として求められる法律・会計上の問題をテーマとした研修を定期的
に実施するとともに、個々の取締役の職責に適合した外部セミナーや研修の受講を推奨し、その費用の支援を行っております。

【原則５－１】株主との建設的な対話に関する方針

当社では、取締役管理統括本部長をIRを担当する役職者に任命し、株主からの対話の申込みに対応しており、当社の経営企画室、総務部及び
経理部が上記取締役の株主との対話対応を補助しております。

また、機関投資家に対しては、決算説明会を毎年開催しており、同内容の資料を当社のウェブサイトに掲載することでフェア・ディスクロージャーに
努めております。

担当取締役は、投資家との対話を通じて把握した意見を適宜集約し、経営陣及び関係部門へフィードバックし、情報の周知・共有を行っております
。

なお、当社においてはインサイダー取引防止規定を定めるとともに研修やトレーニングを実施することで、株主との対話においてもインサイダー情
報の管理を徹底しております。



２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

三光産業取引先持株会 437,700 5.93

小舘　和美 358,851 4.86

鈴木　佳子 315,567 4.27

株式会社三井住友銀行 304,320 4.12

鮫島　英子 274,851 3.72

吉田　文子 273,500 3.70

土田　雄一 236,900 3.21

松村　紀子 234,351 3.17

鮫島　英樹 166,824 2.26

横山　由実子 166,824 2.26

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 3 月

業種 その他製品

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項



組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 13 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 9 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 2 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

大津　素男 公認会計士

川添　啓明 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

大津　素男 ○ ○

独立役員に指定しております。

また、大津公認会計士事務所副代表を兼
任されておりますが、当社と兼任先との間
には、取引その他特別な関係はありませ
ん。

公認会計士として長年にわたり活動を続けられ
、監査法人での経験により企業財務・会計・監
査等に関する相当程度の知見を有しておられ
ます。また、一般株主との利益相反の懸念がな
く、専門的且つ公正中立的立場から経営監視
が可能であるため、独立役員に指定しておりま
す。

川添　啓明 ○ ○ ―――

弁護士として法的見地から当社の企業活動の
適正性を判断するに相当程度の知見を有して
おられます。また、一般株主との利益相反の懸
念がなく、専門的且つ公正中立的立場から経
営監視が可能であります。

【監査等委員会】



委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役（名

）
社外取締役（名

）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 1 2 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

　当社は、現在監査等委員会の職務を補助する使用人はおりませんが、監査等委員会から求められた場合には、必要に応じて監査の職務を補
助すべき使用人を配置いたします。

　当該使用人が、監査等委員会の職務を補助するに際しては、監査等委員会の指揮命令にのみ従うものとし、また、当該使用人の任命・異動等
人事権に係る事項の決定には、監査等委員会の事前の同意を得ることにより、取締役からの独立性を確保いたします。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　監査等委員は、取締役会に出席するほか、経営方針会議等の重要な会議に出席し、そこで得た情報を会計監査人及び内部監査室と共有し、意
見交換をすることにより、適切な監査を行っております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

【独立役員関係】

独立役員の人数 2 名

その他独立役員に関する事項

定期的及び臨時に開催される取締役会で、取締役の監視とともに必要に応じて提言、助言を受けております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

現在、業績連動型報酬制度の導入等は実施しておりません。

ストックオプションの付与対象者



該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書に総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

１．業務執行取締役の報酬

　業務執行取締役の報酬等については、基本報酬である月額の固定金銭報酬のみとし、その基本報酬の額については、各業務執行取締役の役
位、職責、在任期間、他社水準等を総合的に勘案したうえ、各業務執行取締役の活動内容、貢献度等の評価を行うには代表取締役社長が最適
であるため、その決定権限を代表取締役社長の石井正和に委任しております。

　なお、当該評価および決定内容に関しては、事前に監査等委員会がその妥当性等について確認しております。

２．監査等委員の報酬

　監査等委員の報酬等については、本報酬である月額の固定金銭報酬のみとし、基本報酬の額については、常勤および非常勤等を勘案のうえ、
各監査等委員の協議により決定しております。

【社外取締役のサポート体制】

　重要案件については事前に常勤の監査等委員に説明。常勤の監査等委員が他の社外監査等委員に必要な情報の伝達を行っております。また
必要に応じ総務部、経理部等が社外監査等委員をサポートしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

１．業務執行・監査の状況

　当社は、コーポレート・ガバナンス体制の主たる機関として取締役会、監査等委員会及び会計監査人を設置しております。また、その補完機関と
して、コンプライアンス委員会及び内部監査室などを設置しております。

取締役会は、９名の取締役（うち３名は監査等委員である取締役）で構成されております。構成員は、石井正和（代表取締役社長執行役員）を議長
とし、長谷川勝也、北村眞一、岡田豊、阿部雅弘、矢野恵美子、高橋光弘、大津素男氏（社外取締役）、川添啓明氏（社外取締役）であります。取
締役会は、経営方針等の重要事項に関する意思決定機関として、原則毎月１回定例の取締役会を開催しており、必要に応じて臨時取締役会を開
催しております。取締役会は、定期的な業績報告に加え、法令、定款及び取締役会規程等に定められた事項について審議を行い、取締役は相互
に質疑、提案並びに意見を交換することにより、取締役の業務執行状況を監視し、監督しております。なお、当社は、定款において、取締役全員の
同意により書面決議により決議ができること、また重要な業務執行の意思決定の全部または一部を取締役に委任することが出来る旨を定めてお
ります。

監査等委員会は、社外取締役２名を含む３名で構成されております。構成員は、高橋光弘（常勤監査等委員である取締役）を議長とし、大津素男
氏（社外取締役）、川添啓明氏（社外取締役）であり、原則毎月１回定例の監査等委員会を開催しております。取締役会のほか、重要会議に出席し
、また会計監査人及び内部監査室と連携し、取締役会の意思決定過程及び取締役及び執行役員の業務についてモニタリングを行っております。
また、各部門や工場及び子会社への往査、取締役、執行役員及び従業員との面談、ならびに決裁書類、その他重要な書類の閲覧などを通じて実
地監査を行っております。なお、当社は、法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠の監査等委員であ
る社外取締役１名を選任しております。

会計監査人は、監査法人まほろばであり、監査契約を締結し、会計監査を委託しております。会計監査人は、監査項目、監査体制、監査スケジュ
ールを内容とする監査計画を立案し、四半期ごとに、四半期レビュー報告会を開催し、監査等委員会に対して報告しております。

以上のとおり、当社の業種・業容に相応した適正なコーポレート・ガバナンスが構築されております。

２．会計監査の状況

　会計監査人は、監査法人まほろばを選任しており、会計監査の実施とともに会計制度の変更などにも速やかに対応する環境を整えてお



ります。

　当連結会計年度において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下のとおりであります。

　ａ．業務を執行した公認会計士の氏名と所属する監査法人名

　　・代表社員　業務執行社員　井尾　仁志 　　監査法人まほろば

　　・代表社員　業務執行社員　関根　一彦　監査法人まほろば

　ｂ．監査業務に係る補助者の構成

　　・公認会計士：3名

　　・その他：1名

　ｃ．その他

　　・継続監査年数については、全員７年以内であるため記載を省略しております。

　　・同監査法人は、すでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することがないよう措置をとっております。

３．監査報酬の内容

　監査報酬の内容

　当社の監査法人まほろばへの報酬の内容は、公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬21,000千円であります。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、監査等委員会設置会社でございます。過半数の社外取締役で構成する監査等委員会により、経営の監視、監査、並びに内部監査室と
の連携等により、経営監視機能を一層強化できると判断いたしております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

実施していません。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有
無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

定期的にアナリスト、機関投資家向け会社説明会を開催しておりますが、新型
コロナウイルス感染症の拡散防止措置のため本年度は当社ホームページにて
動画を配信いたしました。

あり

IR資料のホームページ掲載 当社ホームページに説明要旨を記載しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 当社ホームページに説明要旨を記載しております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定

内容の概要は、以下のとおりであります。

１．当社の取締役及び使用人並びに当社子会社の取締役等及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　イ．コンプライアンス

　　　コンプライアンスに関する当社の企業倫理行動方針、社員行動規範（コンプライアンスマニュアル）について当社子会社（以下「グループ各社」
といい、当社と併せて「当社グループ」といいます。）の全取締役等及び使用人を対象として、啓蒙活動を行い、趣旨の徹底を図っております。

　　　コンプライアンス活動を全社的な活動に位置づけるため、コンプライアンス委員会を設置し、代表取締役社長が委員長を務めております。コン
プライアンス委員会は、年２回開催され、コンプライアンス違反等に関する報告及びコンプライアンス違反・疑義事象の未然防止や対応策等を中心
に取組みを行っております。また当社グループの企業倫理行動方針、社員行動規範の遵守状況を把握し、必要に応じて規範の改廃改善を講じる
など、効果的な活動を牽引することとしております。

　ロ．内部通報制度の設置

　　　法令違反または疑義のある行為に対し、当社グループ使用人が通報できる制度を整備、運用しております。

　ハ．内部監査



　　　当社グループの各部署における法令、定款及び社内規程の遵守状況、業務執行状況を内部監査規程に基づき監査する代表取締役直属の
内部監査室を設置しております。

　ニ．財務報告の信頼性を確保する体制

　　　当社グループの財務報告が法令等に従い適正に作成され、信頼性が確保されるための体制を整備し、継続的に評価、見直しを行っておりま
す。

２．当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　　取締役会はじめ重要な会議の意思決定に係る記録や各取締役が職務権限規程に基づいて決裁した文書等を法令及び文書管理規程に基づ

き適正に保存及び管理しております。

　　取締役及び監査等委員会は、取締役の職務執行に係る記録や決裁文書等をいつでも閲覧することが可能であります。

３．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　当社グループのリスク管理全体を統括するリスク管理担当役員を任命し、リスク管理規程を定め、各部門のリスク管理体制の責任者である各
部門担当役員とともに、当社グループの体系的、部門横断的リスク管理体制の整備を行っております。

４．当社の取締役及び当社子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制

　イ．取締役会を原則毎月１回開催するほか、必要に応じ臨時取締役会を開催し、経営の基本方針及び重要事項に関する迅速な意思決定を行っ
ております。

　ロ．当社は、子会社の主要な責任者が参加する経営方針会議（３月）を開催し、経営の基本方針及び経営上の重要な意思決定等に基づき、そ
れを実現するための重要施策の審議、決定を行い、経営方針進捗会議（９月）においてその進捗状況等を検証しております。

　　　さらに、月１回モニタリング会議及び週１回経営戦略会議を開催し、業績の進捗状況の把握、情報の共有化を図っております。

　ハ．取締役会は業務分掌規程、職務権限規程等の社内規程を随時見直し、権限及び責任を明確にして効率的な職務執行を行っております。

　ニ．執行役員制度を導入し、業務執行機能の強化と経営効率の向上を図っております。

　ホ．取締役会は当社グループの企業活動が、経営目標達成のため、適正かつ効率的に行われるよう、業務の遂行状況及び内部統制の状況に
ついて指導、監督し、改善を図るようにしております。

５．当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

　イ．子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制

　　　職務執行上の重要な事項に関して、親会社へ定期的な報告がなされる体制を整備しております。

　ロ．子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　　親会社の取締役会は定期的フォローアップを実施し、子会社の健全な経営に配慮するとともに、損失の危険が見込まれる場合は、時期を失
せず、適切な対応策を講じております。

　ハ．子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　　子会社の経営上の重要事項についての意思決定は、当社と子会社間で事前協議がなされる体制をとっております。

　ニ．子会社の取締役等及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　　子会社に対し、定期的に業績その他重要な経営事項の報告を義務付けており、また、当社の監査等委員会による監査及び内部監査部門に
よる監査を実施し、コンプライアンスの徹底を図っております。

６．当社の監査等委員会の業務を補助すべき使用人に関する事項

　　当社は、現在監査等委員会の職務を補助する使用人はおりませんが、監査等委員会から求められた場合には、必要に応じて監査の職務を補
助すべき使用人を配置いたします。当該使用人が、監査等委員会の職務を補助するに際しては、監査等委員会の指揮命令にのみ従うものとし、
また、当該使用人の任命・異動等人事権に係る事項の決定には、監査等委員会の事前の同意を得ることにより、取締役からの独立性を確保　い
たします。

７．当社の監査等委員会への報告に関する体制

　　取締役及び使用人は、当社グループにおける職務執行に関する重大な法令、定款違反の事実、当社グループに重大な影響を及ぼすおそれ
のある事項、当社グループにおける内部監査の実施状況、その他監査等委員会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは速やかに監査等
委員会に報告する体制としております。

　　報告の方法（報告書、報告時期等）については取締役と監査等委員会との協議によることにしております。

　　当社は、監査等委員会への報告をした者について、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱いを行わないこととしております。

８．その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　イ．代表取締役は、監査等委員会が内部監査室及び会計監査人と円滑な関係を築けるように配慮しております。

　ロ．代表取締役は、監査等委員会と定期的に会社運営に関し意見交換及び意思の疎通を図っております。

　ハ．代表取締役は、業務の適正を確保するうえで重要会議への監査等委員の出席を確保しております。

　ニ．監査等委員会がその職務の執行のために、費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議のうえ、当該費用等が監査等委員
会の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用等を処理いたします。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　当社は企業倫理行動方針及び社員行動規範において、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然と

した態度で臨むことを基本方針に定めております。

　反社会的勢力からの不当な要求に対しては、警察等の関係行政機関と緊密な連携をとり、一切応じないことを明確にしております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし



該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――



株主総会

取締役（監査等委員を除く）

代表取締役社長

経営戦略会議

各事業部門

選任・解任

選定・解職
委任・監督

指揮・監督

付議・報告

付議・報告

付議・報告

指示・監督 提案・報告

報告・連携

選任・解任 選任・解任

監督

監査

報告

監査等
委員会

会計
監査人

内部
監査室

監査

報告

取締役会



情報開示（Tdnet・自社HP）

情報取扱者（各統括本部長）

決算情報・決定事実・発生事実

経営戦略会議

付議・報告

付議・報告

適時開示の決定

情報取扱責任者（管理統括本部長）

情報開示担当部門

適時開示の指示

意見 取締役
(監査等委員を除く)

監査等
委員会

取締役会
付議

報告


